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都市計画区域を主体とした
中南部都市圏（17市町村）

・都市圏内に居住する人を対象に
ある１日（10～11月頃）の移動を調査

・郵送やWebによるアンケート形式で行い
対象世帯のうち５歳以上の人全員が対象
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沖縄本島中南部都市圏 パーソントリップ調査
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webのみ webのみ
22千世帯 45千人 4,600人 1,600人

沖縄本島中南部都市圏 パーソントリップ調査

3

◎

◎ は委員長
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沖縄県 文化観光スポーツ部長
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ＲＢＣiラジオパーソナリティー 比嘉 俊次
まちづくりファシリテーター 石垣　綾音
琉球大学工学部　教授 神谷　大介
東京大学大学院工学系研究科　教授 福田　大輔
琉球大学　名誉教授 池田　孝之

委員会（２３名）
埼玉大学　名誉教授 久保田　尚
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代表交通手段分担率
※個人票から拡大した集計値
※不明は除く

【前回比較】
第4回－第3回

交通手段分担率の変化

自家用車の分担率は72.5％と、前回調査の67.4％から増加し、自家用車への依存が更に進展した。
「公共交通（バス+モノレール）」の分担率は4.5％で 、前回調査の4.4％から大きな変化はなかった。
一方で、モノレールの分担率は1.6％に増加し、バスの分担率は2.9%に減少した。
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沖縄本島中南部都市圏の
課題に関する分析
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1.都市構造上の主たる課題
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那覇市と沖縄市は複数の市町村を圏域として持つ広域的な圏域を形成している一方、那覇市と沖縄
市以外の市町村は、自市町村若しくは隣接する1つの市町村程度までが行動範囲となっている。
通勤のほうがやや行動圏域が広く、私事の移動は隣接市町村程度の範囲に留まる。

1-2. 分断された都市構造
那覇市、沖縄市を中心とした2つの行動圏域

通勤圏域 私事圏域

※市町村ごとの圏域を、「ある市町村から発生するトリップのうち、10％以上のトリップが対象の市町村へ向かう場合、トリップの出発地となった市町村を対象の市町村の圏域」として定めた。
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那覇市内々通勤トリップの公共交通利用率は2割を超え、自動車の利用率は４割を切る。
一方、那覇市外からの通勤トリップの7割は自動車が占める。

⇒ 那覇市の交通渋滞は那覇市内だけの問題ではない。
那覇市外からの自動車流入対策を含め、利便性の高い基幹的な公共交通システムが求められる。

1-3. 急拡大する都市圏
那覇市の内々通勤トリップ、公共交通は2割を超え、自動車は4割弱

※那覇着の通勤トリップの割合が通勤トリップ全体の20%程度の市町村（那覇市、宜野湾市、浦添市、
糸満市、豊見城市、南城市、西原町、与那原町、南風原町、八重瀬町）を那覇市の通勤圏内市町村とみなした

※都市圏内発着のトリップを対象
※津堅島、久高島を除く
※不明を除く

那覇通勤圏内市町村の那覇着通勤トリップの交通分担率

21%

15%

他都市の交通分担率

※出典：令和3年度都市交通特性調査
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2.社会構造上の主たる課題
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53.9%

18.3%

生産年齢人口 60.9%

※R5（2023年）は住基人口、R27（2045年）は人口問題研究所（令和5年推計）より作成

14.0%年少人口 16.3%

13.8%前期高齢者 11.9%

年齢階層別人口

後期高齢者
(高齢ドライバー) 10.8%

32.1%22.7%

2-1. 超高齢社会の到来
急激な超高齢社会の進展

沖縄県は、現在全国に比べ高齢化の進展が遅いが、今後急速に超高齢社会の進展が進み、高齢
ドライバー（75歳以上）の増加や交通弱者の急増が課題となる。
PT調査年のR5（2023年）とマスタープラン計画年のR27（2045年）の高齢者の割合を比較す
ると約10pt増加し、人口の約3分の1が高齢者となる。
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市町村別R27免許返納＆非保有者数
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那覇市
7.1万人

中南部都市圏では
令和27時点で

約25万人が
運転しない（できない）

豊見城市
1.3万人

宜野湾市
1.9万人

糸満市
1.1万人

南城市
0.9万人

沖縄市
2.9万人 うるま市

2.5万人

読谷村
0.8万人

嘉手納町
0.3万人

北谷町
0.5万人 北中城村

0.4万人

中城村
0.5万人

浦添市
2.4万人

八重瀬町
0.7万人

西原町
0.7万人
与那原町
0.4万人

南風原町
0.7万人

20年後、中南部都市圏全体で約25万人(免許返納予定者：約19万人＋免許非保有者：約6
万人)が、自分で自動車を運転しない(できない)状況になると想定される。
那覇市と郊外部（八重瀬町）を比較すると、郊外部の方が未返納の割合が高く、郊外部では公共
交通利便性も影響し、運転したくなくても実際には車を手放せない可能性が伺える。

⇒ 免許返納後の移動手段の確保は喫緊の課題。

那
覇
市

八
重
瀬
町

現在

将来

年代別R27免許返納予定者の割合

現在

将来

算出方法：年代別R27免許返納割合×R27将来推計人口=R27車が使えなくなる人の割合

2-1. 超高齢社会の到来
20年後、都市圏の5人に1人が免許非保有

免許未返納の割合が高い
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都市圏関連の目的別送迎あり自動車トリップ数
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都市圏関連の送迎有無別自動車トリップ数と送迎率

送迎あり 送迎なし 送迎率

トリップ数 送迎率 トリップ数

37※送迎ありとは、各トリップの一つ前トリップで送迎トリップがあるもの、都市圏全域関連トリップで目的別送迎ありトリップの着時刻別トリップ数（時刻不明は除く）

都市圏 着時間帯別
送迎後の目的別自動車トリップ数

都市圏全体の自動車トリップ数に占める送迎交通の割合は、朝ピーク時で約14％に及ぶ。
送迎後の移動目的は、朝ピーク時では通勤（通勤ついでの送迎）が約53％と最も多い。

⇒ 送迎交通低減に資する交通環境の構築・TDM(交通需要マネジメント)施策等が必要。

送迎率は朝ピーク時で約14％

都市圏 着時間帯別
送迎有無別自動車トリップ数と送迎率

2-3. 送迎交通
通勤時間帯で送迎交通14%、半数以上占める「通勤ついで」

通勤, 53%

帰宅, 29%

私事, 17%

８時着送迎トリップの目的構成比

通勤 通学 帰宅 私事 業務 その他

(約11％）

(約12％）

(約74％）

( ）内は各目的に占める送迎の割合

8時台 送迎後の目的構成比

送迎目的のみ
約3割

通勤ついでの送迎
半数以上


